
○要対策土についての委員からのご意見

委員名 意見・疑問 提案・結論

1 大畑
・二重遮水シートと言っても長期間、大規模な地震等にも耐えて有害物質が漏れ
ないという保証はなく、要対策土のような危険な土砂を河川の最上流部に置くこ
とはやめるべき

2 岡本

1.要対策土分別の検査方法の精緻化を図るべきである。
2.重要湿地である当該地に置くのではなく、無害化処理工場に搬出し、そこで処
理するのが妥当と考える。
3.二重遮水シートの耐久性の問題に満足できる説明には至っていない。施工技術
の担保と施工後の破損などに対応する常時のメンテナンス方法にも対策が不足し
ている。
4.一時保管、移送、仮置き、施工、などの各段階においても要対策土（または、
未分別発生土）の密封と崩落・流出・溶出・漏出の防止策を徹底すべき。
5.水質についてのJR東海の対策は水質異常を知る事後対策用であり、問題の地下
水異常発生箇所を常時検知するわけではない。また、各地点での調査頻度が少な
い。

・重要湿地の価値に対して要対策土置き場では町有地の用途としてあまりにも不
釣り合いで有効活用には程遠い。また、安全に永久管理することは不可能と言わ
ざるを得ず、安心安全な町民と下流域の生活と農業には寄与しない。要対策土は
専門工場で無害化処理が可能なので、そこへの持ち出しがより良い選択であると
考えられる。

3 小栗
・谷間に埋めることは、遠い将来シートが劣化し破損することが容易に想像され
る。

・管理基準が緩い「埋め立て港湾」に運び、埋立てに利用する。
・平地で二重遮水シートに包み、常時監視しやすい場所を探す。
・広大な平地が無ければ、分散も視野に入れる。

4 纐纈

・二重遮水シート封じ込め工法の実績が乏しい
・遮水シートの耐用年数や劣化について、永久に劣化しないことが求められる。
・シートが破損しない保証はない。封じ込め工法は原因究明と再発防止を実施で
きない工法である。
・要対策土置き場は行政と町民にメリットがない以上にまちづくり、地域活性
化、防災及び環境等のデメリットが問題である。
・可児川の上流でしかも、山頂付近に計画する合理的な理由がない。

・二重遮水シート封じ込め工法は、要対策土を未来永劫に封じ込めることができ
ないことから、要対策土の安全を確保できないと判断する。

5 佐賀
・未来永劫続く安全面のリスク
・サンプリング、モニタリングが不足

・リスク評価、災害への検証をすべき

6 杉本

・処理施設で処理する方法についてＪＲ東海は、
ａ）コストが高い
ｂ）処理施設の容量がない
ｃ）公共事業ですらしていない。みな埋立処分している
の３点を採用できない理由としているが、３点のJR東海の主張について、実態と
事例を検証したところ、いずれも事実に反しており、「虚構」である。
・一方で、要対策土は、土壌環境基準の１・１倍～数倍であり、管理型の受け入
れ基準と比べて、かなり低いことも事実。

・事例検討、汚染土壌処理業界の実績等から、ＪＲ東海の計画である要対策土の
盛土（土捨て場）は、極めて無謀で、無茶な計画であることがわかる。



7 鈴木

・要対策土は遮水シートの歪み、破れ、劣化等により雨水等が流入した場合、有
害物質が地下水に入り、やがて河川を汚染し、農地、農産物への汚染、更には住
民に健康被害を与える可能性が拭えない。
・遮水シートの破れは表面からは発見できず、見つけるために全体を掘り返すし
かなく、万一の場合、責任を持って対処しますと言っても、現実的対応は不可能
と思われる。

【代替案】
・海面埋立材料として持込活用する
・汚染土壌処理の許可工場に持ち込み無害化処理する
・JR東海が自ら汚染土壌処理施設を設け、要対策土を無害化処理する
【結論】
・要対策土を候補地Bに埋立て処分する合理的な理由はなく、代替案も存在するこ
とから、候補地Bの封じ込め盛土案には応じられない。
・物理的、時間的調整のための要対策土の一時仮置きについては、対応している
市町村もあることから、場所、期間、原状回復の条件等々について、提案があれ
ば協議を謝絶するものではない。

8 田中

1.確実な安全性が担保されていない。
2.御嵩町民に受け入れに対する理解は困難であると思われる。
3.御嵩町の未来において環境面で不安材料になりかねない。
4.他の市町村の前例として、要対策土は受け入れしていない市町村がある。
5.発生土の受け入れをすべて反対・賛成という議論では、審議が進展しない。
6.JR東海の土地という現実から、自社所有の土地にすべての発生土に対して反対
することは困難であると思われるが、要対策土については環境等の観点から受け
入れを拒むことは可能であると思われる。

・要対策土に対しては、御嵩町としては受け入れをせず、町外にて処理をしてい
ただく。

9 富田

・発生土を持ち込まない場合の汚染リスクを仮に0とすると、持ち込むことで確実
に0以上となる。この潜在的なリスクを地域住民が引き受けることになる。
・本事案において、リスクを受容することで生じる地域住民のメリットは見当た
らない。つまり、リスクコミュニケーションが不十分であり、地域住民がそのリ
スクを主体的に判断したうえ、住民の総意として受容したとは考えにくい。
・主体的に受容するとの判断をしないまま環境リスクを抱える状況（環境汚染リ
スクを知る機会がなかったり、潜在的な不安を抱えながら生活を営むこと）は、
重要な人権かつ条例の理念でもある環境権が脅かされている状況と考えられる。

・法令に適合した検査を行い、最善の措置を講じた場合でも、環境汚染リスクは
ゼロにならない。このリスクを地域住民が受容できないのであれば、環境権を保
護する立場から、要対策土を含めた生活環境の汚染を引き起こす懸念のある発生
土の埋め立てはすべきでない。
・仮にリスクコミュニケーションが成り立ち、地域住民がリスクを受容する前提
が成立、それが表明されたとしても、他の条件（防災面での安全性・自然環境の
保全）が成り立たない中において埋め立てすべきではないと考える。

10 能登
・遮水シートの破損により重金属が漏れ出す危険性
・雨水や流水により遮水シートが浮き上がり土砂災害につながる
・災害に対し、想定外とみなし放置されてしまうのでは。

11 吉田

・土壌に重金属が少しでも含まれていると心配になりますが、土壌溶出量基準値
以内であれば、ほぼ無害。
・町長から岐阜県知事に対し、JR東海の検査体制に安全性の不安があると上申す
ることは、岐阜県の検査体制も不十分であると言うこととなり、科学的根拠や被
害事例なしに上申しても相手にされない可能性がある。また、検査体制の更なる
強化は今後の岐阜県等の工事に影響を及ぼす可能性がある。
・関係者の不安を払しょくできないのであれば、無害化か最悪でも不溶化の検討
もするべき。
・そもそもJR東海の委員会で封じ込め工法の議論・決定がされていないので、封
じ込め工法で行う前提の今の流れに違和感がある。

【提言】
・岐阜県建設発生土処理対策調査委員会のメンバーをJR東海の委員会に複数名参
加させること。
・岩質が変化した場所（地層境界、破砕帯、変質帯など）は、変化箇所の試料を
採取し、溶出量検査を行うこと。
・発破により2㎜以下となったものを試料とすること。（人為的にすりつぶして調
整したものを試料にしない）



2023 年 12 月 6 日 

審議会委員 大畑孝二 

 

1 要対策土の安全性についての意見、提案（こうしてはどうか、〇〇を確認しては等） 

・2 重遮水シートと言っても長期間、大規模な地震等にも耐えて有害物質が漏れない

という保証はなく、要対策土のような危険な土砂を河川の最上流部に置くことはやめ

るべきと考えます。 

 

2 第１回審議会で町から報告した「御嵩町から JR 東海へ求めている協議事項」に対する

回答について、JR 東海に確認したいこと 

※フォーラムではほとんど議論されなかったサシバ、ミゾゴイに関して「希少種の保

全について」の一環として以下確認願います。 

 

■サシバに関して 

・サシバの行動圏（飛翔図他）、高度利用域等をご教示ください。その上で工事によ

る影響予測をご教示ください。現在繁殖している２つがいは、工事後も繁殖を継続す

るという予測でしょうか。 

・サシバは、予定地周辺のどの高木にも営巣する可能性があります。過去巣をかけた

樹木 1 本を外したところで保全策にはなりません。保全策に関して詳しく教示くださ

い。 

 

■ミゾゴイに関して 

・8 月 4 日に JR 東海の赤上様と懇談した際に、なぜミゾゴイが保全対象種になってい

ないか、明確な回答がありませんでした。再度確認させていただきますが、なぜ保全

対象種とならなかったかご回答をお願いします。 

・同じく懇談の際に、今後保全対象種にするかどうか、鳥類のアドバイザーに意見を

聞き、対象種とすべきとのことであればそのようにすると言われましたが、アドバイ

ザーはどのように言っているでしょうか。 



            12/6/2023                        

要対策土の問題点について 

                                                                        岡本 秀範                                        

1.検査法の問題 

 要対策土の問題の第一は未分別の掘削土から如何に有害土と無害土を峻別するかという

ことに尽きる。しかるに、JR から示されている資料からはそのような厳密性に対する取り

組みの姿勢は感じられない。まず、その検査方法の精緻化を図るべきである。試験頻度が

県基準(5000 ㎥/回以下の頻度)を超えるとされるが、1000～1500 ㎥/日・回の検査実施では

ま っ た く 安 心 で き る も の で は な い 。 

 しかも、そのサンプリング数が 5 箇所からで、さらにその検体を混合して検査するとさ

れるが、検査精度を下げる方法をなぜ採るのか、説明されておらず、理解できない。住民

としては、試験頻度、サンプリング数、混合法、酸性雨対策、これらすべての根本的な見

直しを求めざるを得ない。 

 

2.要対策土置き場の問題 

 上の指摘に沿って改良され、十二分に対策された検査法によって分別された有害土は、

無害化処理工場に搬出し、そこで処理するのが妥当と考える。 

 この要対策土の置き場とされる候補地Ｂは美佐野ハナノキ湿地群の重要部分であり、こ

こに要対策土を置いた場合、ハナノキをはじめ、そこに植生または生息する多くの希少生

物種と、それらの生態系の基盤である、湧水湿地と周囲の土地部分、を根本から破壊する

のは明らかであるからだ。しかも、ここは環境省が選定する重要湿地であり、そもそも発

生土置き場には不適当である。この、私たちの財産ともいうべき豊かな自然を有害発生土

を置くという一回性の、二次使用も不可能で発展性のない用途で破壊するのは、百害あっ

て一利無しである。 

 重要湿地の問題は改めて取り上げることになるが、重要湿地選定を求めたわが国の生物

多様性国家戦略、わが国が「すべての湿地を保全する」ことを義務づけているラムサール

条約締約国であること、および町の環境基本条例と希少生物保護条例、などの責務からも

この候補地Ｂを要対策土置き場とすることはできない。 

 

3.二重遮水シートの問題 

 二重遮水シートについては、これまで数多くの指摘と意見があったが、劣化と破損など

の基本的な耐久性の問題に関して満足できる説明には至っていない。また、施工技術の担

保と施工後の破損などに対応する常時のメンテナンス方法にも対策が不足しており、安心

でき状態ではない。 

 

4.一時保管、移送、仮置き、施工、などの各段階における管理の徹底 

 これらの中途段階においても要対策土（または、未分別発生土）の密封と崩落・流出・

溶出・漏出の防止策を徹底すべきである。説明が少ない。  

 

 



5.水質の問題 

 水処理を検討しない限りは、要対策土を置く場合の排水に対する懸念の多くは払拭でき

ないと考える。それほど要対策土置き場の水質問題は困難と見なされる。ましてや、要対

策土による地下水汚染の恐れがあるのでいっそう深刻だ。地下水への影響を把握するため

モニタリング地点の追加と工事中には沈査調整池放流部の常時計測機器設置が追加された

が、これらは水質異常を知る事後対策用であり、問題の地下水異常発生箇所を常時検知す

るわけではない。また、各地点での調査頻度が少ないことがさらに懸念を大きくしている。 

 

6.まとめ 

 上で述べたように、生物種の宝庫である貴重な重要湿地の価値に対して要対策土置き場

の用地では町有地の用途としてあまりにも不釣り合いで有効活用には程遠い。また、二重

遮水シートに象徴されるように可児川上流域に有害発生土を安全に永久管理することは不

可能と言わざるを得ず、安心安全な町民と下流域の生活と農業には寄与しない。要対策土

は専門工場で無害化処理が可能なので、そこへの持ち出しがより良い選択であると考えら

れる。 

                                                        

 

    

JRへの確認事項                                                                                                               

 

1.工事施工ヤードの発生土について 

  ここの発生土の検査の計画と要対策土が出た場合の対処方針はどうなりますか。 

 

2.ウラン出土について 

  調査地点④のボーリング調査（ウラン分析）実施についてはわかりました。ところで、

トンネル掘削過程でウラン鉱床に類似した箇所があった場合には管理示方書を適用する

とされていますが、その時前後の発生土の対処は具体的にどうなりますか。美佐野工区

でウラン鉱床は存在しないとされていて説明されていませんので、お聞きします。 

                                      以上 
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2023-12-04 

要対策土に関する要望事項 

上之郷地区（次月）小栗幸弘 

【JR 東海に対する要望】 

１）要対策土を二重遮水シートに包んで「永久に保存可能」とする科学的根拠を要望。 

 

２）施工中に二重遮水シートが破損した場合、 

 ①破損個所の特定方法 

  ※二重遮水シートで包み上から健全土を 3ｍの厚さで敷くとされているが、工事による破損がな 

いことを、どのように検査するのか？ 

 ②観測井で異常が確認された場合、どのような処置をとるのか？ 

 ③破損個所の修繕方法が不可能な場合の対処方法（全量持出しなど） 

 

３）フォーラムにおいて有識者から、「これではやってないに等しい」と指摘され、施工中に観測井 

３カ所追加されましたが、工事完了後は追加３カ所も継続観測するのか否か。今回配布の資料には 

継続観測するように記載されていたが説明なし。フォーラム資料ではその辺りが明確にされてな 

かった。 

 

４）「常時計測機器（ｐH、電気伝導度）」設置とあるが、得られたデータの確認をどういう方法・ 

頻度で確認するのか？豪雨の最中にデータ確認は可能な方法か？また御嵩町民がリアルタイムで 

常時データを確認することは可能か？ 

 

５）常時計測機器で異常が発見された場合の具体的な対応を開示されたし。 

 



2 

６）ヤード工事現場は美濃滞か、花崗岩か明確にしていただきたい。資料によっては美濃滞と記載さ 

れており、検査をすれば要対策土となる可能性がある。「要対策土」と判定された場合、どこに 

運搬するのか？ 

 

７）ヤード工事の過剰な残土を候補地Ａに置きたいとのことだが、候補地Ａは「健全土置き場」。 

検査をして「健全土」であることを確認したうえで置くこと。 

 

８）検査は精製水（中性）で抽出するが、日本全国どこでも「酸性雨（平均≒4.8：環境省データ）」 

 が降っていることから、ｐＨ4.8 付近の緩衝液を検討するべきではないか？ 

 一般に重金属は酸性溶液に溶けやすいので、健全土が要対策土になる可能性は否定できない。 

 

【要対策土の提案】 

１）管理基準が緩い「埋め立て港湾」に運び、埋立てに利用する。 

 

２）谷間に埋めることは、遠い将来シートが劣化し破損することが容易に想像されるので危険。 

 平地で二重遮水シートに包み、常時監視しやすい場所を探す。 

 広大な平場はなかなかないだろうから、 

 分散しておくことも視野に入れていただきたい。 

 

以上 



1 

 

要対策土の安全性(二重遮水シート封じ込め工法) 

 

第 3回審議会資料 

作成者 纐纈久美 

 

◎キーワード    要対策土は未来永劫に汚染対策が必要な土壌(半減期がない) 

◎安全性    二重遮水シート封じ込め工法は、要対策土を未来永劫に封じ込めることが

可能か。 

◎要対策土   地元の理解が得られない場合は持ち出す。(R3.7.10  JR 東海) 

 

1 美佐野工区の市町延長および建設発生土量について    

       全体     御嵩町    瑞浪市   可児市 

 トンネル  6.7 ㎞   2.6+1.1=3.7    2.3        0.7 

   橋梁   0.2 ㎞     0.2               

  計   6.9 ㎞     3.9      2.3      0.7  

発生土   90万 m3    50       31      9 

 (内要対策土)22 万m3 

 

2 要対策土について   

・自然由来の重金属で自然界に存在するカドミウム、六価クロム、 水銀、セレン、鉛、 

ヒ素、フッ素、ホウ素、及び PH3.5 以下の酸性土。 

  ・カドミウムによる被害   

富山県 神通川流域 イタイタイ病(国の四大公害病の一つ) 

    可児市 東海環状自動車道トンネル掘削残土による久々利川流域水質汚染事件 

犬山市 1970 年代に米が重金属のカドミウムに汚染される事件 

  ・カドミウム被害は圧倒的に女性が多く発症し、35歳から更年期頃にかけて、特に出産経験者 

に多く発症するのが特徴である。アヒル歩き➩杖の使用➩寝たきり➩少し動いただけで骨折 

  ・農地被害 土壌中のカドミウム含量が低くても高濃度の汚染米が出現しやすい。   

 

3 御嵩町が要対策土を認識した時期について  

・H29.4.6 「要対策土について事務レベル初協議」   出席者 JR、岐阜県、町担当 

   科学、数値的根拠で有害でないことが「安全」だと考える。(町) 

 

4 二重遮水シート封じ込め工法の実績について 

・二重遮水シート封じ込め工法は初めての事例で、これまで同様の事例はない。(JR 東海) 

・遮水シートの実績は、昭和 51年(1976 年)の千葉市中田最終処分場の 47年である。 
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5 遮水シートの耐用年数について 

要対策土に半減期がないことから、敷設するシートの耐用年数は永久に劣化しないこ

とが求められる。 

(1) JR 東海は令和 3年 7 月 10 日の地元説明会と 11日の町民説明会で回答 

・日本遮水工協会の文献によれば 100 年。 

・100 年後に遮水シートの更新はしない(梅村部長)。 

(2)日本遮水工協会の耐久性予測 

・評価の基本は使用期間が 30 年としているためその範囲での予測であるが、30 年以降

も同じような傾向と仮定すれば暴露促進試験で 100 年。 

(3)フォーラム事前協議(町民を除いた協議) 

  ・JR 東海は R3.7.10 と 11 の説明会で遮水シートの耐用年数 100 年と答えたことについ

て、有識者から指摘を受けたことによりフォーラムでの説明を避けてきた。 

・町、JR 東海、有識者の会議での発言 

    R4.3.8   残土置き場のシートの耐用年数は 30年である。 

R4.8.1   第 1 回のフォーラムで出されたシートの耐久性についての質問に答えるの 

は難しい。 

R4.9.22 遮水シートの寿命に関する質問は、どう答えるのか難しい。 

R4.10.20  JR の別の説明会で耐用年数 100 年と説明したため、第 1回から 100 年経っ 

たら取り換えるのか必ず聞く人がいる。理論上 100 年以上もつという話をしてい 

るが、これは実績がない。だから 100 年以上もつかと言われると困る。 

地中であれば 100 年以上もつという回答しかできない。実績としては 50 年位しか 

ないので、「予測する限りもつと。もたないという現象は見つかったことがない」 

という表現を用いる。 

    ☞有識者の遠藤先生 第 4 回フォーラム議事録(21ページ)  

・1000 年後に破れませんとお答えする根拠は持っていない。   

     ・二重遮水シートは、水が漏洩してくるまでさらに長いことになるというのが今の 

科学的にお答えできる限界である。 

(5)福岡高裁判例   

・遮水シートは、現場では各種の条件が複合的に作用するため，実験結果より劣化が速 

  いといわれているものの，少なくとも，評価試験においては，太陽光線、熱、オゾン、 

酸、アルカリ等に対して少なくとも 50 年以上の耐久性を有していると認められ 

る。 

(6)兵庫県福浦産廃 遮水シートの耐用年数 70年以上としていた過去の発言を、根拠を問わ 

れると撤回し、判例では 50年となっていると説明。 

  ●要対策土は未来永劫に汚染対策が必要であるが、二重遮水シート封じ込め工法の遮水シー

トの耐用年数は評価試験で 50 年程度とされており、封じ込め工法は科学的根拠を有しな

い。   
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6 遮水シートの劣化について 

劣化要因 

➀科学的劣化要因 温度や水分、紫外線、オゾン、二酸化硫黄、酸性雨など。   

放射線については行政法人産業総合研究所の研究成果より、高分子材料の劣化は放射

線と酸素の侵入で進むとされている。埋立地の底部やそれに近い法面部の環境は酸素

の溶存量は少なく劣化は少ないと考えられる。(日本遮水工協会文献) 

②物理的劣化要因  摩耗やクリープ・変形・疲労・風・熱・による膨張・収縮・凍結・融

解、乾燥・湿潤が挙げられる。 

   ③生物的劣化要因  動植物類やカビ・腐朽菌・虫類等による損傷が挙げられる。 

●今まで微生物による生物的劣化はしないとされてきたが、分解する微生物の存在が明

らかになっていることなどから、前述の劣化要因をもってすれば経年劣化は避けられ

ない。 

 

7 遮水シートの破損について  

 (1)福岡高裁判例  平成 15 年 10 月 27 日  (一般廃棄物最終処分場) 

    処分場に敷かれるシート面積が広大であること及び処分場では諸々の悪条件が複合的 

に作用する可能性があることからすると、シートが破損する可能性が全くないとは断定 

できない。 

 (2) 平成 25年 4 月 「福島第一原発で汚染水 120 トン漏れる」について東京新聞 

   「遮水シートが破れやすいもの、継ぎ目部分が弱いのも、ごみ処理の世界では基本知

識 

と言っていい」 

 (3)平成 26年 10 月 土木学会建設技術研究委員会 

    改正命令規準の表面遮水工の比較  二重遮水シートの短所 

    厚さが小さいため、鋭利な石等に対して弱い。 

(4) 廃棄物処分場遮水シート破過による汚染事例集 

  シートが破れた事例は多くあり、廃棄物処分場で 5 層シートが埋立 5 年後に破損した

事例も報告されている。 

 

8 破損等の特定及び補修について 

  ・遮水シート敷設面積が広い。  埋め立て面積 5ha×4 層=20ha 

 ・検知システムを採用しないことから広大な面積から施工不良個所のすべてを特定するこ

とができないことから、工事完成時に不良個所の存在を否定できない。 

 ・破損個所を特定できなければ補修ができないことから、封じ込め工法は当初から原因究

明と再発防止を実施できない工法である。 

  ・R4.7.29  遮水シートの破損など対策が必要となったときは、水処理で対応する。(JR) 

   ・仮に破損個所発見のため検知システム装置(物理検知・電気検知・自己修復型遮水等)を採

用しても、管理期間が未来永劫のためシステムの耐用年数が課題として残る。 
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9 まちづくり等に与える影響について 

  ・要対策土置き場は行政と町民にメリットがない以上にまちづくり、地域活性化、防災及 

び環境等のデメリットが問題である。 

 

10  要対策土置き場計画地について 

  ・可児川の上流でしかも、山頂付近に計画する合理的な理由がない。 

・平成 23 年に発生した国道 21 号御嵩町次月地区災害調査委員会によれば、設計基準に 

基づいた構造物が定期点検で異常がなくても、土質(真砂土)、地形(谷埋め盛土)、降雨 

の関係で想定外の災害が発生することが証明された。(60mm/h、連続雨量 257mm) 

 

11 JR 東海に対する質問 

  (1)斜面では斜めの力が働くことよってより遮水シートが破れやすいなど、大きな弱点があ 

ます。土質と降雨時に泥濘化等を考慮した安全性についてご教示願います。 

 (2)遮水シートの平面・斜面の施工不良を防止するため、目視以外の完了確認方法をご教示

願います。(R4.10.18 第 42回事前協議で滋賀県の産廃が話題となっていました。) 

  (3)遮水シートの破損個所特定方法と補修工法をご教示願います。 

  (4)フォーラムで遠藤先生がしきりにキャッピングの重要性について説明されましたが、降 

雨時に覆土からシートに浸透した雨水はシート勾配に沿って流下し、どこかの地表面に 

流出することになります。その雨水をどこでキャッチするのか、また法面に流出するこ 

とになりますと湿潤化して法面崩壊を危惧しますが、キャッピング対応についてご教示 

願います。 

(5)建設発生土置き場の場所決定については、持ち出すところがないから御嵩町に置きたい 

と言っているのではなく、環境負荷の低減により決定したと説明されました。 

決定に至った自然環境と生活環境について、数値での評価・比較検討結果を開示する約

束を頂きましたが、現状はダンプトラック台数と CO2 のみとなっておりますので、速や

かに開示してください。 

(6)美佐野自治会説明会で要対策土の対策工法毎の事業費比較(被災を含めたライフサイク 

ルコスト)をお願いしましたが、届いておりませんので分かる範囲内でお願いします。     

    ➀粘性土による封じ込め ②二重遮水シートによる封じ込め ③転圧による雨水浸透

の低減  ④不溶化処理による溶出低減 ⑤吸着層の敷設による重金属等の捕捉 

    ⑥溶出水処理による重金属等の回収等  

(7)要対策土と健全土の分別は適正かつ正確に可能か。分別精度をあげる方法を提案いた 

だきたい。 

まとめ 

以上により二重遮水シート封じ込め工法は、要対策土を未来永劫に封じ込めることがで 

 ないことから、要対策土の安全を確保できないと判断する。  



















第三回審議会提出資料 

 

   環境ジャーナリスト、環境カウンセラー 杉本裕明 

 

 はじめに 

これまでの２回の審議会を欠席し、資料も出せず失礼しました。３回目も体調

不良で欠席させていただきますが、今回、資料を二つ出しました。 

 

一つは、御嵩町の要対策土・健全土処分に関わるマトリックス表で、これは、

議論を進める上で、解決策を７つにパターン分けし、それぞれの抱える制約条

件と可能性条件を記したものです。 

 本来は、２回目の審議会に出すべきものですが、高熱と痛みで不可能だった

ため、遅れての提出となりました。お許しください。もともとこれは、審議会

が始まる相当前に私案としてまとめ、それに従い可能性を探りながら、ＪＲ東

海や岐阜県等に取材していたものです。 

 

これまでの審議会の議事録を読む限り、自由に意見を出し合うのは大歓迎で

すが、できること、できないこと、可能性についての考察、ＪＲの説明に対す

るエビデンスを備えた批判・論評・提案（代替案）が少なく、もう少し議論を

整理し、深化させるべきであると考え、そのための材料として提示させていた

だきました。安全性とか、自然保護とかジャンルを分けて議論しても、実現可

能性やエビデンス無視した主張と、そうでない主張がごちゃまぜで委員から提

示されていては、審議は前に進まないのではないかと危惧し、提示させていた

だきました。 

 

 なお、代替案というと、すぐに候補地に限定して捉える方もいるようです

が、私の場合は、ＪＲ東海への新たな提案といった意味で使っています。だか

ら、埋立をやめて、処理施設に持って行くのも代替案の一つです。審議委員の

中には、ひょっとしたら、「代替案は町が考えればいいことだ」と考える方も

おられるかもしれませんが、それは妥協も含め、より現実的でよい方策を考え

ることを放棄することであり、審議委員の責任と役割の放棄であると思いま

す。 

 

 

 



マトリックス表の縦軸は、対応パターンです。上から、町への持ち込みの全

拒否から、一番下のＪＲ東海提案の予定ラインまで、難易度の高い順から低い

順に７パターンに分けました。横軸は、候補地Ａ（民有地）、候補地Ｂ（町有

地）とし、それぞれ、要対策土（Ａは仮置き場）と、健全土に分けました。 

×は受け入れ拒否、○は受け入れ容認、△は、代替地への持ち込み、あるいは

工法による改良等による一部受け入れを指します。 

 

 二枚目には、それぞれのパターンの制約条件と可能性条件を記述しました。 

 

 二つ目の資料の要対策土の扱いについては、町職員の方にそのまま読み上げ

ていただく通りです。いずれも自然由来による要対策土を含む環境基準不適合

土の扱い（岐阜県の自然由来の汚染土壌を扱った手引きによると、「基準不適

合土」としています）について、現状とそれらを調査した結果、データをまと

めたものです。 

 参考・引用文献を添えましたから、委員やＪＲ東海が確認できると思いま

す。これを読んでいただければ、ＪＲ東海が「できない」と言い張っているの

が、「虚構」であることがわかっていただけると思います。 

 

 では、私に代わって、町の職員の方に提出資料を読み上げていただきます。 

 



御嵩町の要対策土・健全土処分に関わるマトリックス表 

作成：杉本 裕明 

 

これまでの経緯、与えられた情報・資料等をふまえ、処理・処分方法につい

て、A候補地（民有地）、B候補地（町有地）に分けてマトリックスを作成し

た。①～⑦のパターンに分け、最適解を検討するための材料とする。 

 

案 

候補地 A 候補地 B 

仮置場 

(要対策土) 
健全土 要対策土 健全土 

① 
× × × × 

② 
○ × × × 

③ 
○ △ × × 

④ 
○ ○ × × 

⑤ 
○ ○ × △ 

⑥ 
○ ○ × ○ 

⑦ 
○ ○ ○ ○ 

 

※1 候補地 A、Bの欄 

 「×」は町が受け入れ拒否、「○」は町が容認、「△」は一部受入れ、残り

は代替地・工法の改良などで JR東海が対応 

 

 

 

 

 

 

JRの予定ライン 



 

それぞれの制約条件と可能性条件 

 

☆ ①、②の制約条件 

 ・そもそも A,Bの候補地を提案したのは町であること。 

 ・Aについては大方の用地を JR東海が所有していること。 

 ・JR東海に法的瑕疵が存在しないこと。 

 ・地権者が計画について了承の上、JR東海に売却していること。 

 

☆ ③の Aの健全土を△とした制約条件 

 ・代替地の容量が足りなくなった場合。 

 

☆ ④の可能性条件 

 ・Bの要対策土 22万㎥、健全土 28万㎥の埋立ては、町民の財産である貴

重な町有地の湿地破壊になること。 

 ・Bの要対策土 22万㎥は、浄化施設で処理できること。公共事業・民間事

業で発生した汚染土壌の浄化処理は、多数の実績があること。 

 ・Bの健全土 28万㎥は、自然度が低く埋め立てても問題のないヤード近辺 

（特に押山川東側）、あるいは広大な A候補地内の自然度の低いところ、

ないしは設計変更により埋立て可能なこと。 

 

☆ ⑤の Bの健全土を△とした制約条件 

 ・要対策土の発生量が極端に少なく、その分健全土が膨大な量となり、代

替地又は Aでまかなえなくなった場合。 

 

☆ ⑥の可能性条件 

 ・想定外の事柄（例えば、前町長が健全土受け入れの協定書を結んでいた

ことが発覚した等、通常あり得ないような事態となったことを指す）が

起きた場合。 



要対策土の扱いについて 

        ２０２３年１２月６日 杉本裕明 

1 処理施設で処理する方法について 

ＪＲ東海は、 

ａ）コストが高い 

ｂ）処理施設の容量がない 

ｃ）公共事業ですらしていない。みな埋立処分している 

ーの３点を採用できない理由としている。 

それが正しいか、以下、検証する。 

ａ）について 

処理施設は、水処理、化学処理、選別・含水調整の上、セメント

工場・埋立処分場への搬出処分等いろいろある。２０１０年の土

壌汚染対策法の改正で、汚染土壌処理施設の環境省認定制度がで

き、全国で、汚染土壌の処理がごく普通になっている。 

コストは、私が業界へヒアリングしたところによると、１立方メ

ートル当たり１万５０００円から３万円程度である。２万円５０

００円を一応の目処としている業者が多い。 



ただし、料金は、相手次第で変わる。量が少なく、一度限りのス

ポット的なものは高いが、長期にわたり大量の処理が見込める場

合は低額の料金で受けているというのが、この業界の特徴である。

競争が激しく、１万円以下のケースも散見される。 

 料金について、実例を示す。 

 ２０２３年、静岡県熱海市の土石流事故で、取り残した２８０

００立方メートルの汚染土壌が熱海港に仮保管されていた。海岸

への埋立処分ができないため、県は、無害化処理を採択した。３

月に入札を行い、１１社が参加した。その結果、千葉県のサンド

テクノが４万９５００万円で落札した。これは運搬費込みの総額

である。１立方メートル当たり１万７６００円となり、かなり安

い金額で落札したことになる（しかも数百キロ離れた遠方への運

搬費込みである）。 

ちなみに、最高額での入札価格は１１億円であり、各社によっ

て相当の違いがあることがわかる。千葉の同社は、熱海港からバ

ルク船で千葉県市原市に運び、前処理し、その後、セメント工場、

埋立処分場で処分というスキームであった。約１万８０００円で

次点となった近畿地方の会社は、原則的に水処理をしており、か



なり安い費用でできることを示している。 

このケースでの汚染土壌は、わずか２８０００立方メートルで

あり、御嵩で発生する２２万立方メートルに比べてはるかに少な

い。量が増え、継続的となれば、もっと安く上げられる可能性を、

この事例は示唆している。 

 実はこの業界では、料金の値下げ競争が現在、継続的であり、

１立方メートル当たり１万円を切るケースが実際にはかなりある

と言われている。 

ｂ）について 

環境省の認定制度が発足してから、処理施設は全国各地にでき、

「群雄割拠」の状態である。岐阜県近辺では可児市（水処理な

ど）、瀬戸市、名古屋市、滋賀県大津市など、あちこちにあり、

ＪＲ東海のいう容量を満たす施設がないなどということはありえ

ない。 

 現に、北陸新幹線のトンネル工事から出た自然由来による汚染

土壌は、滋賀県大津市にある山崎砂利商店に持ち込まれ、無害化

処理された。同社は、日本最大級の施設であり、近畿地方から中

部地方、あるいは、バルク船を使って関東近辺の汚染土の処理ま



で手がけている。 

ｃ）について 

 公共事業で最近、無害化処理をした例として、「東海環状自動

車道海津地区」（国土交通省、日本高速道路）の事業がある。 

国土交通省によると、環境基準を超過した４４万立方メートル

の建設発生土について、他の処理事業も含めて１６０億円を費や

している。国土交通省のホームページ（予算説明書）にこうある。

「養老トンネルで環境基準を超えるヒ素が検出された。そのため、

同様の断層、破砕帯の区間においても想定されることから、要対

策土として、汚染土壌処理施設での処分の必要が発生した」。 

 

②ＪＲ東海のいう要対策土による盛土について 

１、ＪＲ東海は、主に、国土交通省・土木研究所の「建設工事で

発生する自然由来重金属含有土対応ハンドブック（２０１５年

～）」（同岩石・土壌への対応マニュアル含む）とそれに伴う岐

阜県の「建設発生土自然由来重金属等汚染対策の手引き（２０１

９）」（岐阜県建設発生土管理基準、岐阜県埋立等の規制条例も

含む）をもとにしている。 



 調査方法について、手引きでは、「通常区間」と「重金属等濃

集予測区間」に分け、前者は５０００立方メートルごと、後者は

１０００立方メートルごとの調査を行うこととしている。ＪＲ東

海は、「通常区間」と考え、それに上乗せし、環境に配慮したと

御嵩町に説明しているが、実際には、美濃帯のある御嵩町の区間

は、「濃集区間」とされないといけない。従って最低１０００立

方メートルごとの調査が必要であり、さらに、町や住民の不安を

鑑みれば、さらに上乗せ、例えば５００立方メートルごとの調査

が行われるべきである。 

この区間に美濃帯が入るかどうかは専門家の意見を聞く必要が

あるが、岐阜県が甘い区間設定を許容した、つまり、ＪＲ東海に

過剰な配慮を行った疑いがある。 

２、匡の定めたハンドブックは、盛土の有効利用が前提とされて

おり、御嵩町のＢ候補地で行う「土捨て場」を想定したものでは

ない。 

 ハンドブックの趣旨は、自然由来による汚染土壌も土壌汚染対

策法の対象だが、建設工事に伴うものは対象外とされたため、土

壌汚染対策法に準じた調査方法を採用した上で、土壌汚染対策法



に定めた土壌汚染処理施設で処理してもよいが、そうせず、埋立

処分を選択した場合のやり方を定めている。しかし、ハンドブッ

クを読む限り、あくまでも有効利用を前提とした書きぶりになっ

ている。現に、これを採用した公共工事（道路、トンネル等）の

事例を調べると、ことごとく、工事現場内、工事用地内での盛土

を採用しているようである。 

 現に岐阜県の手引きで、紹介している県内の工事事例７件を見

ると、山形市・道路盛土材に使用、郡上市・同、郡上市・同、本

巣市・同、八百津町・封じ込め、吸着層、岐阜市・溜め池堤内に

不溶化処理となっている。大半が、道路工事に利用されているの

であり、ＪＲ東海のように、利用方法なしの「土捨て場」扱いは

皆無である。しかも、この事例は、土壌汚染処理施設制度が整う

前の事例紹介であることに留意する必要がある。 

 このことからも、今回のＪＲ東海の計画は、極めて、異例とい

うか、異様である。国が定めた重要湿地である町有地にこの様な

異様な「土捨て場」を認めれば、御嵩町は全国の笑いものになる

ことは間違いなかろう。 

 ３，環境省の外郭団体が調べると随分状況が違っていた 



これについて、環境省の外郭団体である、一般社団法人・土壌

環境センターが土壌汚染対策法の対象外となった「自然由来重金

属等含有土壌・岩石への対応事例と適正利用に関する考え方」

（２０１４～１５）をまとめ、学術発表している。 

それによると、「封じ込めと不溶化」の事例（封じ込めとは、

例えばＪＲ東海のいう遮水シート利用とかを指す）２２件を調べ

たところ、１０件が道路本体の盛土、６件が道路用地内の盛土、

道路用地内のトンネルが２件、緑地盛土が１件であり、いずれも

有効利用されており、ＪＲ東海の計画に該当する「土捨て場」は

３件にとどまっていた。つまり、この結果を見ても、有効利用が

前提の盛土であることがわかる。 

ちなみに、建設発生土は全国で２億９０００万立方メートル発

生している。このうち現工事での利用、工事間利用などの有効利

用と準有効利用を除いた５８００万立方メートルは、利用される

事も無く、内陸地で受け入れられているとしている。今回のＪＲ

東海の計画する要対策土・健全土もこの分類とされる。ここは土

捨て場、残土処分場などであり、ＪＲ東海の今回のケースはこの

土捨て場となる。 



 

3 結論 

これらの事例検討、汚染土壌処理業界の実績等から、ＪＲ東海

の計画である要対策土の盛土（土捨て場）は、極めて無謀で、無

茶な計画であることがわかろう。土壌汚染処理施設での処理件数

が徐々に増えており、ＪＲ東海が、「公共事業では皆、埋立」と

言っているのは、土壌汚染対策法で、処理施設が認定される以前

の状況をもとに、唱えているだけである。現に、最近の中日本高

速道路の工事を見ると、処理施設への持ち込みが相当多いのであ

る。 

ちなみに、「土捨て場」の用語は、土木業界、国土交通省・環

境省ともに使っている言葉である。「要対策土」の用語は、上記

のハンドブックで示された「造語」であり、一般的ではない。ち

なみに、ＪＲ東海は長野県の工事では「対策土」という名を使っ

ていた。また、「恒久置き場」という言葉も、ＪＲ東海の造語で

あり、「土捨て場」を指していることは言をまたない。 

なお、ＪＲ東海は計画の遮水シート方式について、耐久性を喧

伝しているが、この技術の基礎は、廃棄物処分場の技術から借用



したものである。 

付言しておくと、遮水シートを含む５層構造は、最近できた技

術ではなく、１９９０年代半ばに東京都多摩地域の公共処分場で、

検知システムと同時に採用されたことが発端である。管理型処分

場についての研究者の層は日本では極めて薄く、現場でのゼネコ

ン技術者らによる一部改良がありはすれ、画期的な技術開発はな

いまま現在に至っている（３０年間停滞しているとも言える）。

遮水シートも同様であり、永久に耐えられるものは存在しない。

処分場業界では「まずは、危険なものはいれない」ということが

鉄則になっている。 

ただ、今回、ＪＲ東海が持ち込もうとしている要対策土の汚染

土壌は、土壌環境基準の１・１倍～数倍であり、管理型の受け入

れ基準（環境基準の３０倍までＯＫ）と比べて、かなり低いと思

われることも事実である。 
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【要対策土について】

１．要対策土とは何か

土壌汚染対策法の対象となる、鉛、ヒ素、フッ素、カドミウムなどの重金属等25種類

の有害物質を基準以上含む土壌、とPH3.5以下の酸性の強い土壌は、何らかの対策が

必要な土壌と言うことで、『要対策土』と呼んでいます。

（便宜上、要対策土以外を健全土と呼びます。）

これらは、直接経口摂取した場合、地下水を経由した飲用摂取により、健康被害を

与える危険性がある土壌です。

土壌汚染対策法は主に工場等での汚染を対象に2003年に法整備され、その後2010年に

自然土壌に含まれる自然由来の重金属等も対象となりました。

２．要対策土（汚染物質）のリスク

良く知られたものに、富山県神通川流域のイタイイタイ病があります。(1968年公害病指定）

上流の神岡鉱山で亜鉛、鉛を産出、その生産過程でカドミウムを含む鉱石が神通川に

流出、農業用水、生活用水として慢性的に摂取することで、慢性カドミウム中毒となり、

腎臓障害から骨が非常にもろくなり、軽微な外力でも骨折をきたす等の健康被害を

もたらしました。

近くでは、2003年可児市久々利川水系の新滝ｹ洞でマス、アマゴ等の魚が浮いて、池が

青白色に濁った事件があります。（荒川豊蔵記念館から少し多治見方面に向かった左奥）

これは、東海環状道路のトンネル工事で出た残土を、富士可児カントリー近くに約88万m3

搬入、この土壌に含まれる黄鉄鉱が雨水により硫酸酸性の汚染水を流出させたものと判明。

水処理設備など設置し、流出する水の浄化対策を行っているが、今でも汚染水の流出は

止まらず、下流の農地では稲作もできない状況が続いています。

（詳細については、添付資料①を参照されたい）

可児、御嵩にかけた地域は美濃帯と呼ばれる地帯区分に属し、この地層には黄鉄鉱などの

硫化鉱物が含まれており、これが掘り起こされると雨水や地下水と接触し、硫酸を生成し

それが、土壌に含まれる亜鉛、カドミウムなどを溶け出させ、大きな被害を与える危険

が高く、自然の土とはいえ、侮ってはいけない物なのです。



３．要対策土の対処方法

岐阜県の埋め立て等の規制に関する条例（資料②参照）

要対策土のように、環境基準に適合しない土砂等の埋め立ては原則禁止です。

但し、公共工事について（道路、鉄道工事も含まれる）、生活環境の保全上必要な措置が

講じられていると知事が認める場合はその限りではない、とされています。

この条例を盾に、JR東海は遮水シートに封じ込める対策で候補地Bに盛土処分したいと

申し入れをしてきています。

①遮水シートに封じ込め、谷筋に盛土にて埋め殺しにすることが、必要な措置が取られて

いると判断できるのか？

暫くは、遮水シートも実効性を持つと思われますが、素人考えでも谷筋斜面に22万m3

もの要対策土をシートに包み、その上に28万m3の健全土をかぶせた場合、遮水シートに

及ぼす力は一様ではないと考えられ、歪みを発生させると考えられます。

地震などの力が働いた場合は破れる可能性もあります。

木の根が遮水シートを貫通する可能性もあります。

また遮水シートは人工物であり経年劣化が確実に起こります。要対策土内の重金属等は

減衰しません（時間が経ってもなくならない）ので、これら有害物質が、やがて流れ出し

可児川流域を汚染することが危惧されます。

②道路、鉄道工事で要対策土を利用するケースとしては、パーキングエリア盛土内封じ込め

あるいは線路用盛土内、操車場の盛土内に封じ込めなど、あくまで自らの活用の中で使用し、

管理する体制とした場合など、本にやむを得ない場合に限られます。

③本案は、単に要対策土の処分場とするだけの話です。下流側に水処理設備すら設けない

本案では、生活環境の保全上必要な処置が講じられているとはとても言えません。

４．代替案について

JR東海は『持ち出す先が無いわけではありません』とフォーラム等で発言しているとおり

要対策土の対策方法としては、以下の3点が考えられます。

①海面埋立材料として持込活用する方法。

瑞浪工区の要対策土は、三河湾、豊橋市明海の埋立て事業地に持込んでいます。

埋立て後は、輸出用自動車基地として活用されるとのことです。（しんぶん赤旗より）

海面埋め立ての基準は、陸地のそれより、ほぼ10倍緩やかなので、要対策土での埋立て

が可能となっています。

（海水で薄まること、海水を直接飲料として摂取することは想定されないことなどから



基準が緩やかになっていると推測します。）

②汚染土壌処理の許可工場に持ち込み無害化処理する方法。

この許可工場は全国で100か所以上、愛知県には7か所、岐阜県は可児市に1か所あります。

多治見工区の要対策土は可児市の工場で無害化処理されています。（多治見市長ｺﾒﾝﾄ）

③JR東海が自ら汚染土壌処理施設を設け、要対策土を無害化処理する案もあります。

そうすれば、御嵩町の要対策土の無害化だけでなく、他の工区の要対策土の無害化にも

対応できる良い方法と考えます。

５．JR東海の要対策土の対応状況

令和5年6月に公表された、令和4年度の事後調査報告書を参照願います。（添付資料③）

P3-3、表３-1（３）令和4年度の工事施工状況（発生土置き場）を見てください。

中津川市に2か所、瑞浪市に1か所、可児市に1か所の発生土仮置き場（要対策土対象）

は設けられていますが、恒久的な要対策土置き場は現時点ではありません。

それでも、トンネル工事は進められており、瑞浪では約6割の掘削が完了しています。

恒久的な要対策土置き場が無くても、トンネル工事を進めることは可能なのです。

４．に記載の通り、瑞浪の要対策土は、仮置き場と主に三河湾の明海での海面埋め立て

で対応、多治見の要対策土は、可児市の処理工場で無害化処理されています。（多治見は

仮置き場もありません）

６．結論

①要対策土は遮水シートの歪み、破れ、劣化等により雨水等が流入した場合、有害物質が

地下水に入り、やがて河川を汚染し、農地、農産物への汚染、更には住民に健康被害

を与える可能性が拭えないこと。

要対策土の封じ込め案は、住民、御嵩町にとって脅威以外何物でもありません。

②遮水シートの破れは表面からは発見できず、見つけるために全体を掘り返すしかなく、

万一の場合、責任を持って対処しますと言っても、現実的対応は不可能と思われます。

③要対策土の処理方法としては、海面埋め立て、処理工場での無害化、JR東海はやろうと

思えば自らプラントを設置しての無害化対応などがあること。

④これらのことから、要対策土を候補地Bに埋立て処分する合理的な理由はなく、

代替案も存在することから、候補地Bの封じ込め盛土案には応じられません。（反対）

⑤なお、海面埋め立て、処理工場への持ち込みなどの物理的、時間的調整のための

要対策土の一時仮置きについては、対応している市町村もあることから、場所、期間

原状回復の条件等々について、提案があれば協議を謝絶するものではありません。 以上
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【 要対策土に対する意見について 】 

 

審議委員 田中清仁 

 

 

「要対策土に対しては、御嵩町としては受入れしない。」 

 

 

意見： 

1. 要対策土については、確実な安全性が担保されていない。 

2. 要対策土については、御嵩町民に受け入れに対する理解は困難であると思われる。 

3. 要対策土が、御嵩町の未来において環境面で不安材料になりかねない。 

4. 他の市町村の前例として、要対策土は受け入れしていない市町村がある。 

5. 発生土の受け入れをすべて反対・賛成という議論では、審議が進展しない。 

6. JR 東海の土地という現実から、自社所有の土地にすべての発生土に対して反対するこ

とは困難であると思われるが、要対策土については環境等の観点から受け入れを拒む

ことは可能であると思われる。 

 

 

上記の意見から、要対策土に対しては、御嵩町としては受け入れをせず、町外にて処理

をしていただく。 



発生土の健康面での安全性に関する意見 

富田啓介（愛知学院大学） 

法令に適合した検査を行い、最善の措置を講じた場合でも、環境汚染リスクはゼロにならない。

このリスクを地域住民が受容できないのであれば、環境権を保護する立場から、要対策土を含め

た生活環境の汚染を引き起こす懸念のある発生土の埋め立てはすべきでない。 

 

1． リスクがゼロにならない点について 

 資料「リニア発生土置き場計画に関するフォーラムでの協議状況」（11/19）によると、こ

れまで JR や有識者は、要対策土の紛れ込みについて「検査の規則や基準、ルールに適合して

いる」、「永久に二重遮水シートが破れないと言える根拠はないが、ポリエチレン素材は紫外

線以外の劣化をほとんど受けない」といった回答を示している。法令上の規則・基準を順守し、

最善の素材・工法を用いたとしても、想定外の事案が発生することは否定できない（例：原発

事故）。つまり、発生土を持ち込まない場合の汚染リスクを仮に 0 とすると、持ち込むことで

確実に 0 以上となる。この潜在的なリスクを地域住民が引き受けることになる。 

 

2． リスクの受容について 

健康・安全上のリスクは、食品の摂取や道路の通行などあらゆる場で発生しているが、我々

はこのリスクを判断のうえ適宜受容することで生活している。特に、特別なリスクが予測され

る場合は、十分な情報が提供されている状況下で、リスクを受容した際のメリットを踏まえて

下した、個々人の主体的な判断が尊重されなければならない（例：コロナワクチンの接種）。

この点で、本事案では、現時点で地域住民が判断するだけの十分なリスク情報が提供されてお

らず（むしろ情報不足による不信感がある）、また、説明会やフォーラムは情報が一方通行で

あり、地域住民が主体的な判断をすることもできていない。さらに、本事案において、リスク

を受容することで生じる地域住民のメリットは見当たらない。つまり、リスクコミュニケーシ

ョンが不十分であり、地域住民がそのリスクを主体的に判断したうえ、住民の総意として受容

したとは考えにくい。 

 

3． 環境権について 

環境権は、良好な環境の中で生活する権利であり、憲法 13 条の幸福追求権を根拠として主

張される。現行憲法や環境基本法には直接の言及がないが、御嵩町環境基本条例（条例第 9 号）

では「何人も良好で快適な環境を享受する権利を有します」（第 13 条）と言明されており、

そのために「すべての者が人と環境とのかかわりについての理解と認識を深め、自主的かつ積

極的に参加」することを求めている。主体的に受容するとの判断をしないまま環境リスクを抱

える状況（環境汚染リスクを知る機会がなかったり、潜在的な不安を抱えながら生活を営むこ

と）は、重要な人権かつ条例の理念でもある環境権が脅かされている状況と考えられる。 



4． 補足 

上述の内容は、あくまでも「発生土の健康面での安全性」の観点に限定した見解である。仮

にリスクコミュニケーションが成り立ち、地域住民がリスクを受容する前提が成立、それが表

明されたとしても、他の条件（防災面での安全性・自然環境の保全）が成り立たない中におい

て埋め立てすべきではないと考える。 

 

参考：「環境省平成 12 年度リスクコミュニケーション事例等調査報告書」からの抜粋 

https://www.env.go.jp/chemi/communication/1-3.html 

 
「リスクコミュニケーションとは、化学物質による環境リスクに関する正確な情報を行政、事

業者、国民、NGO 等のすべての者が共有しつつ、相互に意思疎通を図ることである」 

「僅かなリスクもリスクとして把握する以上、完全にリスクをなくすことはできないのである

から、どこまでリスクを許容できるかの許容リスクを利害関係者で定め、その目標に向けてリ

スクマネジメントを行うという手法を取らざるを得なくなってきている。こうした許容リスク

のレベルを決定するプロセスで、リスクコミュニケーションが重要となってきている」 

「リスクコミュニケーションがうまくいかない事例では、住民と事業者や行政、専門家の間で

リスク認知にギャップがあることが理解されないままコミュニケーションが行われている場合

が多い。一般的に、リスクの大きさは、専門家（またその意見を参考とする行政、事業者）は

年間死亡率など科学的データで判断するが、住民は感情に基づき判断する傾向があるとされて

いる」 

「実際に住民が認知したリスクを許容するか否かは、リスク認知とベネフィット認知との関係

で定まるといわれている。（中略）米国では、比較的合理的にリスクとベネフィットの関係で

受容するか否かが決められることが多いが、我が国では信頼できる―信頼できない、好き―嫌

いなどの情緒的な因子が大きな要因となっていると言われている」 







要対策土意見  

吉田 泰規 

1 重金属について 

➢ 土壌溶出量基準値設定の考え方は、70 年間、１日 2Ｌの地下水を飲用することを想定

し、生涯にわたり健康に対する有害な影響がない濃度。 

➢ カドニウムの場合、日本人は、溶出量基準の 7 倍のカドニウムを毎日の食事で摂取し

ている。溶出量基準値は、WHO が定める 1 日のカドニウムの摂取基準の 1/16 であ

る。 

➢ 【結論】土壌に重金属が少しでも含まれていると心配になりますが、土壌溶出量基準

値以内であれば、ほぼ無害です。 

 

2 検査体制について 

➢ 岐阜県の検査体制（検査頻度）よりも JR 東海さんは厳しい検査体制である。 

➢ 以降岐阜県等がトンネル工事を行う場合に関係者から JR 東海さんの検査体制と同程

度の対策を求められる可能性がある。 

➢ 岐阜県等が JR 東海さんの検査体制に準じたら、その増加分の原資は税金となる。 

➢ 岐阜県の検査体制は、これまでの経験を蓄積し、有識者の意見も踏まえて現在の方法

に至っている。 

➢ 岐阜県の検査体制で運用された工事ではこれまで問題は発生していない。 

➢ 【結論】町長から岐阜県知事に対し、JR 東海の検査体制に安全性の不安があると上申

することは、岐阜県の検査体制も不十分であると言うこととなり、科学的根拠や被害

事例なしに上申しても相手にされない可能性があると考えます。また、検査体制の更

なる強化は今後の岐阜県等の工事に影響を及ぼす可能性があると考えます。 

 

3 土壌溶出量試験のポイント 

◆定期的な検査以外に実施すべき箇所 

1. 地層境界 

2. 破砕帯、変質帯 

◆検査で採取する試料 

3. 同じ層でも変色していたり、周辺よりも脆弱な部分（発破で 2 ㎜以下となった掘削土） 

 

 

 

 

 



 

4 対策工法について 

➢ 2 重のシート封じ込め工法については、対策工法としては一番効果が高い工法との認

識をしているが、私自身は高速道路本線盛土、中央分離帯、休憩施設の盛土、高架橋

下の空きスペースの盛土など平地での事例しか知らないので、今回のような規模で斜

面に施工する事例は見聞きしたことがなく、私レベルの知識では何とも言えない。 

➢ シートも斜面に沿って斜めに敷設される絵になっているので、気になっている。 

➢ シートが敷設されているおかげで円弧滑りの抵抗力は増すのではないかと思っている。 

➢ JR 東海さんが崩落時の要対策土の流出やシートの破れ、シートの劣化に関する関係者

の不安を払しょくできないのであれば、無害化か最悪でも不溶化の検討もするべきと

考える。 

➢ そもそも JR 東海の委員会で封じ込め工法の議論・決定がされていないので、封じ込

め工法で行う前提の今の流れに違和感がある。 

 

 

◆JR 東海さんに提言したいこと 

➢ 岐阜県建設発生土処理対策調査委員会のメンバーを JR 東海の委員会に複数名参加さ

せること。 

➢ 岩質が変化した場所（地層境界、破砕帯、変質帯など）は、変化箇所の試料を採取し、

溶出量検査を行うこと。 

➢ 発破により 2 ㎜以下となったものを試料とすること。（人為的にすりつぶして調整し

たものを試料にしない） 

  



以下、添付資料 

 

■重金属について 

⚫ 土壌溶出量基準値設定の考え方は、70 年間、１日 2Ｌの地下水を飲用することを想定

し、生涯にわたり健康に対する有害な影響がない濃度。 

⚫ カドニウムを例にとると、溶出量基準は 0.003 ㎎/L であるが、日本人は 1 日にその 7

倍以上のカドニウムをコメなどの食料から摂取している。また、環境基準 10 倍の水

を 1L 飲んでも WHO の摂取基準程度となる（※1） 

⚫ たとえ土壌に重金属が含まれていても土壌溶出量基準値以内であれば、ほぼ無害であ

るし、ものによっては通常生活で摂取している。 

⚫ 河川等によく捨てられているタバコは 3 本食べると死ぬ 

⚫ ビールのロング缶（500ｍＬ）を 1 日 1 本飲むと脳卒中等の発症リスクが高まる。 

⚫ 醤油 1Ｌ飲むと死ぬ（食塩の半数致死量は 3ｇ/体重㎏） 

 

 

※1 カドニウムについて 

例：カドニウム 0.003 ㎎/L 以下（＝3μg/L） 

⇒WHO が定めている 7 μg/kg 体重/週（0.007ｍg/kg 体重/週）の基準から決まっている。

◆50 ㎏の成人換算 

 50 ㎏の人は一日に 0.05 ㎎以上は摂取しないほうがいいということ。（＝0.007*50/7） 

 

厚生省 HP https://www.mhlw.go.jp/houdou/2003/12/h1209-1c.html#03 

 

⇒2007 年における日本人の日常食からの摂取量は 1 日 21.1μg（0.021 ㎎） 

 

⇒日本人は 1 日あたり溶出量基準値の 7 倍以上のカドニウムを摂取している。溶出量基準

値 10 倍程度の水を毎日 1L 飲んでも WHO の基準値の摂取量となる（0.021+0.03＝

0.051）。 

 

 

 

 

 

 

https://www.mhlw.go.jp/houdou/2003/12/h1209-1c.html#03


 

■検査体制について 

 

建設発生土自然由来重金属等汚染対策の手引き（岐阜県発注の工事にのみ適用される） 

■土壌検査回数 

⚫ 5,000m3 毎の全項目測定で環境基準超過が確認された場合は、次の 5,000m3 までは

最小管理単位で基準不適合項目を測定する。なお、岩質が変化した場合は、5,000m3 

に満たない場合についても土壌検査を行うこととし、現場に即した土壌検査を行う。 

■検査パターン 

1. 5,000m3 を 1 箇所に仮置きする場合は、不適合となった場合にすべて要対策土とする。 

2. 最小管理単位（例えば 250ｍ3）ごとに小分けに仮置きする場合は、不適合となった

場合に不適合項目のみの検査をすべての最小管理単位仮置きで行い、不適合土と判定

された最小管理単位の仮置きのみを要対策土とする。 

➢ JR 東海さんは、1 日の掘削量 1,500m3 毎、要対策土が発生すると予想される区域は

発破ごとに行う。 

➢ 岐阜県のルールよりも厳しい。 

 

■岐阜県の状況 

⚫ 少なくとも岐阜県で 13 事例の自然由来重金属検出工事が行われているが、手引きの

ルールで行って、何か問題が発生したという記載は岐阜県建設発生土処理対策調査委

員会の議事録では確認できなかった。 

⚫ 岐阜県の担当者にも電話で確認したが、その担当者が前任から引き継いだ情報や職務

中に得ている情報では、問題が発生した事例はないとの回答を得ている。 

⚫ 岐阜県は平成 20 年から岐阜県建設発生土処理対策調査委員会を都度開催し、有識者

の意見を踏まえて現在の検査体制としている。 

◆平成２８年度第 １ 回 岐阜県 建設発生土処理対策調査委員会 抜粋 

 



 

 

◆土壌溶出量試験の費用に関して 

重金属の溶出量試験は 1 回 35,000 円（土壌分析ドットコム HP より） 

 

90 万ｍ3 を 5,000ｍ3 に 1 回行うと 180 回 金額 6,300,000 円 

90 万ｍ3 を 1,500ｍ3 に 1 回行うと 600 回 金額 21,000,000 円 

90 万ｍ3 を 250ｍ3 に 1 回行うと 3,600 回 金額 126,000,000 円 

90 万ｍ3 を 100ｍ3 に 1 回行うと 9,000 回 金額 315,000,000 円 

（上記は単純計算であり、検査方法により金額は実際とは異なると思料） 

 

⚫ JR 東海さんがやる分にはその費用はリニアや新幹線の乗車券や、在来線の廃止などに

跳ね返るだけ。 

⚫ 岐阜県や国が行う工事で同様のことを求めた場合、それは税金によって行われる。 

⚫ 小分けにすればするほど仮置きヤードの確保のための費用の増加や作業効率の低下を

招き更なる工事費用の増加が想定される。 

⚫ より細かい検査体制を JR 東海さんが実施すると、今後岐阜県等が実施する工事にお

いても関係者から同程度の検査体制を要求される可能性がある。岐阜県もこれまで積

み上げてきたものがあるのに「なぜ JR 東海はこれだけやっているのに？」となった

場合に岐阜県は JR 東海さんが 1 日の掘削量で行うという根拠しか持ち合わせていな

いので回答しようがない。 

⚫ 検査回数に関する問題は、リニアや御嵩町だけの問題でとどまらなくなる可能性があ

る。 

 

 

  



■土壌溶出量試験のポイント 

 

◆定期的な検査以外に実施すべき箇所 

4. 地層境界 

5. 破砕帯、変質帯 

◆検査で採取する試料 

6. 同じ層でも変色していたり、周辺よりも脆弱な部分（発破で 2 ㎜以下となった掘削土） 

 

1. 地層境界 

これまで重金属が含有されていなかった層と別の層が出現したら、1,500ｍ3 に達して

いなくても溶出量試験を行うほうがいい。 

2. 破砕帯、変質帯 

破砕帯、変質帯は、熱水が通りやすい構造のため、重金属が集積している可能性が周

辺に比べて高い。同じ層が続いても途中で破砕帯等がはしっていれば、その部分だけ

溶出量試験を行ったほうがいい。 

3. 周辺と比べ変色している部分、周辺と比べ脆弱な部分 

同じ粒径でも、硬質の掘削土と脆弱な掘削土では脆弱な方が重金属を多く溶出されや

すい傾向がある。発破によって 2 ㎜以下となった岩を溶出量試験の試料とする方がい

い（※2）。 

 

上記に関して、JR 東海さんにも定期的な検査以外に実施するよう確認しておいた方がいい。 

 

※2 新東名高速道路建設における重金属含有土の掘削土の粒径と 溶出量の関係に着目した

新たな分別方法（立松和憲 中日本高速道路㈱） 

⚫ ヒ素を含有するトンネルにおいて、粒径 100 ㎜を超える岩塊を 2 ㎜以下に粉砕した試

料と採取時から粒径 2 ㎜以下の試料で溶出量検査を行った。 

⚫ 粒径 100 ㎜を超える岩塊はヒ素がほとんど検出されなかったが、初めから粒径 2 ㎜の

試料では溶出量基準の数倍のヒ素が検出された。 

⚫ 掘削時に細粒化する掘削土は試験中にさらに細粒化して、結果表面積が大きくなり溶

出量が増える。また、細粒化しやすい部分は変成作用の影響を大きくうけているため、

溶出量が増える傾向が見られた。岩塊は変質が少なく、また硬質のため試験中もその

形状を保ち表面積に変化がないので、このような結果となったと記載されている。 

 

 

 

 



破砕帯や地層境界は目視でも識別しやすい。 

 

 

 


